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最近の道内景気は、横ばい圏内にあるものの、一部に持ち直しの動きがみられる。

需要面をみると、個人消費は、所得環境に改善がみられず弱めの動きとなっている。公共

投資は、国および地方自治体の財政面での制約から減少している。設備投資は、製造業の能

力増強投資を中心に幾分上向いている。住宅投資は、分譲マンションは減少しているものの

持家が増加するなど、基調としては底堅く推移している。

生産活動は緩やかに持ち直している。また、雇用情勢は厳しさに変わりないものの、改善

の動きがみられる。企業倒産は、件数は減少しているが、負債総額は増加した。
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①個人消費

６月の大型小売店販売額（既存店ベース、

前年比▲２．９％）は、百貨店・スーパーとも

に前年を下回った。百貨店（前年比▲３．３％）

は、天候不順などから夏物商品などが低迷

し、前年を下回った。スーパー（同▲２．７％）

は、飲食料品が堅調だったものの衣料品や身

の回り品が減少し、前年を下回った。

コンビニエンスストア（同▲１．０％）は、

減少している。

②住宅投資

６月の新設住宅着工戸数は、５，１３５戸（前

年比▲１．４％）となった。持家（同＋４．０％）

は前年を上回ったものの、分譲（同▲９．３％）

および貸家（同▲２．９％）が前年を下回った。

４～６月の着工戸数累計では、１４，４０７戸

（前年同期比▲１．７％）となり、前年を下回っ

た。

道内経済の動き

― １ ―
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③鉱工業生産

６月の鉱工業生産指数は、金属製品工業や

食料品・たばこ工業などが減少したものの、

石油・石炭製品工業や輸送機械工業などが増

加した。

この結果、前月比では▲０．３％と２ヶ月振

りで低下したが、前年比では＋３．１％と４ヶ

月連続で上昇した。

④公共投資

６月の公共工事請負金額は、１，２８２億円

（前年比▲２９．１％）と２ヶ月連続で減少した。

４～６月からの累計では請負金額３，７７０億

円（前年同期比▲１４．４％）と減少基調が続い

ている。

⑤雇用情勢

６月の有効求人倍率（全数）は０．６２倍とな

り、前月比０．０２ポイント低下したが、前年比

０．０３ポイント上昇した。

新規求人数は、製造業や医療・福祉などが

増加し、前年比１．６％のプラスとなった。

道内経済の動き

― ２ ―
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⑥来道客数

６月の来道客数は１，１５９千人（前年比

＋３．０％）と、知床や旭山動物園の人気もあ

り３ヶ月連続で前年を上回った。

４～６月の累計来道客数は、３，０８３千人

（前年同期比＋３．３％）と前年を上回ってい

る。

⑦貿易動向

６月の道内貿易額は、輸出が前年比４１．１％

増の２５１億円、輸入が同９１．９％増の１，１１０億円

となった。

輸出は、自動車の部分品や鉄鋼などが増加

し、４ヶ月連続で前年を上回った。

また、輸入は原油及び粗油やウッドチップ

などが増加し、１２ヶ月連続で前年を上回っ

た。

⑧倒産動向

７月の企業倒産は、件数は４３件（前年比

▲１０．４％）と前年を下回ったが、大型倒産が

発生したことから負債総額は３５９億円（同

＋４８．８％）と増加した。

業種別では、建設業と卸売業が各１３件、続

いて小売業（８件）、サービス・他（３件）

となった。

道内経済の動き

― ３ ―
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１．道内景気の現状判断

前年同時期に比べ、景気判断DI

（△１６）は１８ポイント上昇し、景況感は

低水準ながら幾分持ち直した。

２．道内景気の回復時期

道内景気が回復する時期は、「今年中」

とみる企業は３割弱となった。一方、

「来年中」とみる企業は４割弱、「再来年

以降」とみる企業は３割台半ばとなり、

景気見通しには、依然として慎重感が根

強い。

３．景気先行きの懸念材料（複数回答）

景気先行きの懸念材料として、「原油

価格の動向」（７１％）を挙げる企業が前年

同時期より１７ポイント上昇し最多となっ

た。次いで「公共投資の動向」（６０％）、

「個人消費の動向」（４９％）の順となった。

４．原油価格の高騰について

大半の企業（９５％）は「影響あり」と

しているが、同業者間の競争などにより

原価上昇分の売上単価への転嫁はさほど

進まず、収益が圧迫されている。

調査の目的と対象
アンケート方式による道内企業取引先の経営動向
把握。

調査方法
調査票を配布し、郵送により直接回収。

調査内容
道内景気の先行きと原油価格高騰の影響について

判断時点
平成１８年７月中旬

本文中の略称
景気判断DI
「回復しているとした企業の割合」－「悪化して
いるとした企業の割合」

地域別回答企業社数

業種別回答状況

企業数 構成比 地 域
全 道 ４７４ １００．０％
札幌市 １７０ ３５．９ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各支庁、空知支庁南部道 央 １０７ ２２．６
道 南 ３８ ８．０ 渡島・檜山の各支庁
道 北 ８１ １７．１ 上川・留萌・宗谷の各支庁、空知支庁北部
道 東 ７８ １６．５ 釧路・十勝・根室・網走の各支庁

調査企業社数 回答企業社数 回答率
全 産 業 ８００ ４７４ ５９．３％
製 造 業 ２２０ １２９ ５８．６
食 料 品 ７５ ４１ ５４．７
木 材 ・ 木 製 品 ３５ ２０ ５７．１
鉄鋼・金属製品・機械 ５０ ３５ ７０．０
そ の 他 の 製 造 業 ６０ ３３ ５５．０

非 製 造 業 ５８０ ３４５ ５９．５
建 設 業 １８０ １１８ ６５．６
卸 売 業 １００ ６２ ６２．０
小 売 業 １２０ ６３ ５２．５
運 輸 業 ７０ ３６ ５１．４
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３０ ２２ ７３．３
その他の非製造業 ８０ ４４ ５５．０

特別調査

原油価格の高騰、企業収益を圧迫
道内景気の先行きと原油価格高騰の影響について

要 約

調 査 要 項

― ４ ―― ４ ―
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＜図1＞道内景気の現状�
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道内景気の現状判断

道内企業が景気の現状をどのように判断し

ているか、聞いた。「回復している」とした企

業（９％）は１割弱となった。半面、「緩や

かに悪化している」および「急速に悪化して

いる」とみる企業を合わせ「悪化している」

とした企業（２５％）は２割台半ばとなった。

「回復している」企業（９％）から「悪化し

ている」企業（２５％）を差し引いた景気判断

DIは△１６となり、昨年同時期に比べ１８ポイ

ント上昇した。企業の景況感は低水準ながら

幾分持ち直した。 （図１、表１）

道内景気の回復時期

道内景気の回復時期については、「今年

中」とみる企業（２７％）は３割弱となった。

一方、「来年中」とみる企業（３９％）は４割

弱。「再来年以降」とみる企業（３４％）は３割

台半ばとなり、景気の見通しには依然として

慎重感が根強い。 （表２）

景気先行きの懸念材料（複数回答）

景気先行きの懸念材料として、「原油価格

の動向」を挙げる企業（７１％）が最多となっ

た。前年同時期に比べ１７ポイント上昇し、７

割強を占めた。製造業の４業種全てと、運輸

業およびホテル・旅館業で第一位に挙げられ

た。続く「公共投資の動向」を挙げる企業

（６０％）は６割となり、特に建設業では８割

弱に達した。また「個人消費の動向」を挙げ

る企業（４９％）は５割弱となった。食料品製

造業、小売業などで高いウエイトを占めた。

「金利の動向」を挙げる企業（４４％）は前年

同時期に比べ２９ポイント上昇し、４割台半ば

となった。金利先高観が強まっていることも

あり、大半の業種でウエイトを増した。

（表３）

特別調査

― ５ ―― ５ ―
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〈表１〉道内景気の現状
（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄 鋼・
金属製
品・機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�回復している ９ ９ １５ １５ ３ ６ ８ ７ ３ １０ ８ １４ １６

（急速に回復） （－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）

（緩やかに回復） （９）（９）（１５）（１５）（３）（６）（８）（７）（３）（１０）（８）（１４）（１６）

�横ばい状態である ６６ ７６ ７３ ７０ ８２ ７６ ６３ ６５ ６０ ７１ ６１ ６８ ５０

�悪化している ２５ １５ １２ １５ １５ １８ ２９ ２８ ３７ １９ ３１ １８ ３４

（緩やかに悪化） （２１）（１３）（１２）（１０）（９）（１８）（２４）（２１）（２９）（１９）（２５）（１８）（３２）

（急速に悪化） （４）（２）（－）（５）（６）（－）（５）（７）（８）（－）（６）（－）（２）

景気判断DI�－� △１６ △６ ３ ０ △１２ △１２ △２１ △２１ △３４ △９ △２３ △４ △１８

昨年同時期 景気判断DI △３４ △３０ △２９ △４５ △２４ △３０ △３５ △３４ △３７ △２７ △４３ △４０ △３２

〈表２〉道内景気の回復時期
（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄 鋼・
金属製
品・機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�平成１８年 ２７ ３５ ４７ ３０ ３５ ２１ ２５ １９ ２３ ３２ ２８ ２５ ２８

（６月以前） （９）（９）（１５）（１５）（３）（６）（８）（７）（３）（１０）（８）（１４）（１６）

（７～９月） （２）（４）（８）（－）（６）（３）（４）（３）（３）（６）（３）（－）（５）

（１０～１２月） （１６）（２２）（２４）（１５）（２６）（１２）（１３）（９）（１７）（１６）（１７）（１１）（７）

�平成１９年 ３９ ４０ ２４ ４７ ３９ ６１ ３８ ３２ ４６ ３９ ４１ ４０ ４１

（１～３月） （４）（９）（８）（６）（３）（１８）（３）（５）（２）（２）（－）（－）（２）

（４～６月） （２１）（２０）（３）（３５）（２４）（３２）（２０）（１３）（２２）（２７）（３１）（２５）（２２）

（７～９月） （１１）（１１）（１３）（６）（１２）（１１）（１１）（１１）（２０）（４）（１０）（５）（１２）

（１０～１２月） （３）（－）（－）（－）（－）（－）（４）（３）（２）（６）（－）（１０）（５）

�平成２０年１月以降 ３４ ２５ ２９ ２３ ２６ １８ ３７ ４９ ３１ ２９ ３１ ３５ ３１

特別調査

― ６ ―― ６ ―
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〈表３〉景気先行きの懸念材料（複数回答）
（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�原油価格の動向
①
７１
（５４）

①
７９
（５０）

①
８５
（５１）

①
８０
（４０）

①
７７
（５０）

①
７３
（５３）

①
６８
（５５）

②
６１
（４１）

②
６５
（６５）

②
６５
（５１）

①
８９
（８９）

①
８６
（７０）

①
７３
（４９）

�公共投資の動向
②
６０
（６１）

②
５１
（５１）

⑤
３４
（２９）

４０
（５５）

②
７４
（７０）

②
５５
（６０）

②
６３
（６５）

①
７９
（８０）

①
６６
（６７）

④
４３
（４９）

②
６７
（５７）

２７
（４０）

②
６４
（６１）

�個人消費の動向
③
４９
（５９）

③
４７
（６１）

②
７１
（８１）

④
４５
（５５）

１７
（４０）

③
５２
（６０）

③
４９
（５８）

３８
（４１）

④
５５
（６５）

①
６７
（７９）

③
３９
（６０）

②
６８
（７５）

③
４５
（５６）

�金利の動向
④
４４
（１５）

④
４２
（２３）

④
３９
（１７）

③
５５
（１５）

③
５１
（３３）

２７
（２７）

④
４５
（１２）

⑤
４０
（１１）

③
６３
（９）

③
４８
（１８）

２８
（８）

③
４５
（１５）

④
４１
（１０）

�国内景気の動向
⑤
３６
（４５）

⑤
３５
（５０）

③
４１
（５４）

４０
（３０）

⑤
３１
（７３）

２７
（３３）

⑤
３６
（４３）

③
４２
（４９）

⑤
３７
（４９）

⑤
２９
（２８）

⑤
３３
（４３）

④
４１
（５０）

⑤
２７
（３７）

�低価格化の強まり ２７
（３４）

２６
（３３）

２０
（３２）

１０
（２５）

④
３７
（３７）

④
３３
（３７）

２８
（３４）

２８
（３０）

２９
（３５）

２５
（３３）

２５
（３５）

⑤
３６
（６５）

⑤
２７
（３２）

�住宅投資の動向 ２６
（２１）

２２
（１９）

２
（－）

①
８０
（７５）

１４
（１０）

２１
（１７）

２８
（２１）

④
４１
（３２）

２６
（２８）

２７
（１４）

１７
（１１）

１８
（５）

９
（１０）

�設備投資の動向 ２０
（１８）

１６
（１５）

７ － ２６ ２７ ２１
（１９）

３４ ２３ １３ １１ １８ ９

	中国経済の動向 １９
（２０）

２５
（２６）

２７ ４０ １７ ２１ １７
（１８）

１０ ２４ ２２ １９ ５ １８


金融機関の融資姿勢 １８
（１７）

１３
（１６）

１５ １５ １１ １２ １９
（１７）

２９ １６ １４ ８ ２３ １４

�雇用の動向 １６
（２２）

１２
（１８）

１２ １０ １１ １２ １７
（２３）

１６ １８ １３ １９ ２７ ２０

�物価の動向 １５
（－）

１６
（－）

１２ １５ １７ １８ １４
（－）

１１ １６ １６ １４ ２３ １４

規制緩和の動向 １１
（１０）

６
（５）

７ － ６ ９ １３
（１２）

１２ １０ ８
④
３６
（３２）

５ １４

�政局の動向 １１
（１０）

９
（４）

７ － １１ １５ １１
（１２）

１７ ５ １４ ６ ５ ９

�アメリカ経済の動向 １０
（１１）

１３
（１５）

１２ １５ ６ ２１ ８
（９）

５ １１ １４ ３ ９ ９

�株価の動向 ８
（８）

７
（８）

７ ５ ６ ９ ８
（８）

４ １１ １６ ３ ９ ７

�地価の動向 ６
（８）

４
（３）

－ １０ ３ ６ ７
（９）

１１ ３ ６ ３ ９ ７

�為替の動向 ６
（－）

８
（－）

７ ２５ ３ ３ ６
（－）

３ １０ １１ ６ ５ ２

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前年同時期調査、（－）は前年同時期未調査項目

特別調査

― ７ ―― ７ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１２２／本文／００４～００９　特別調査  2006.08.16 14.08.49  Page 7 



４ 原油価格の高騰について

上記の設問で、景気先行きの懸念材料の第

一位に「原油価格の動向」が挙げられるな

ど、原油価格の高騰が道内経済に影響を及ぼ

している。今般、道内企業がどのような対応

策を講じているか調査した。大半の企業は原

油価格高騰の影響を受けているものの、同業

者間の競争などにより売上単価への転嫁はさ

ほど進まず、収益が圧迫されていることが裏

付けられた。調査結果は次のとおりである。

（１）原油価格高騰の影響について

原油価格の高騰が道内企業にどの程度影響

を及ぼしているか、聞いた。「かなりの影響」

（３５％）と「やや影響」（６０％）を合わせて

「影響あり」（９５％）とした企業は９割台半ば

に達した。製造業の４業種全てと、運輸業お

よびホテル・旅館業の全社が“影響あり”と

している。

（２）影響を受けている事項（複数回答）

上記の設問で「影響あり」とした企業

（９５％、４４２社）に、影響を受けている事項を

聞いた。「燃料費上昇」（８０％）を挙げる企業

が８割となり、特に食料品製造業、運輸業、

ホテル・旅館業などで高率となった。続く

「材料仕入価格が上昇」（５６％）は前年同時期

に比べ１２ポイント上昇し、鉄鋼・金属製品・

機械製造業など製造業では７割弱となった。

また「流通コスト上昇」（２３％）は、特に卸売

業で高いウエイトを占めた。「包装資材価格が

上昇」（２１％）も２割を超える企業が挙げた

が、食料品製造業では突出している。

（３）影響を受けている企業の対応策

売上原価が上昇するなどの“影響を受けて

いる”企業にその対応策を聞いた。「すべて売

上単価に転嫁」（１％）と答えた企業はごく少

数であり、「ある程度売上単価に転嫁」

（１７％）と合わせても「売上単価に転嫁」

（１８％）とした企業は２割に満たない。売上

単価に転嫁せず「合理化により吸収」（２８％）

とした企業は３割弱、「自社の負担増加」

（３６％）とした企業は３割台半ばとなった。

また、「検討中または交渉中」（１６％）は１割

台半ばとなり、売上単価に転嫁していない企

業は合わせて８割を超えた。原油価格の高騰

が、企業収益を圧迫している状況が浮き彫り

となった。

（表４‐１、表４‐２、表４‐３）

特別調査

― ８ ―― ８ ―
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（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�影響がある ９５ １００ １００ １００ １００ １００ ９４ ９９ ８４ ８７ １００ １００ ９３

（かなりの影響） （３５）（３１）（３４）（３５）（２０）（３８）（３７）（２７）（２０）（３３）（９１）（７６）（２９）

（やや影響） （６０）（６９）（６６）（６５）（８０）（６２）（５７）（７２）（６４）（５４）（９）（２４）（６４）

�影響はない ５ － － － － － ６ １ １６ １３ － － ７

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�燃料費が上昇 ８０
（８０）

８０
（７７）

８８
（９０）

６５
（８０）

７７
（６９）

８１
（６６）

８０
（８１）

８１
（８５）

７１
（６６）

６２
（６５）

９７
（１００）

９５
（９５）

９０
（９１）

�材料仕入価格が上昇 ５６
（４４）

６９
（５３）

５６
（３２）

６０
（５０）

７７
（７９）

８１
（５５）

５０
（４１）

６１
（５５）

５９
（４２）

４３
（２９）

３４
（１９）

５２
（３７）

３１
（３５）

�流通コストが上昇 ２３
（１９）

３０
（２２）

２０
（１１）

４０
（４０）

２６
（２８）

４１
（１７）

２１
（１７）

１２
（１４）

６１
（２６）

２３
（１９）

１１
（１９）

－
（１１）

１０
（１５）

�包装資材価格が上昇 ２１
（１９）

４０
（４０）

８８
（８４）

２０
（１０）

９
（１０）

２５
（３１）

１３
（１０）

２
（３）

２７
（１９）

３０
（２５）

６
（８）

１４
（－）

８
（９）

�その他 ４
（２）

３
（２）

－
（－）

５
（５）

３
（３）

６
（－）

４
（２）

２
（－）

－
（－）

９
（１３）

－
（３）

－
（－）

１５
（－）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�売上単価に転嫁 １８ ２２ １７ ２０ ２１ ２９ １６ ８ ２９ ３３ １５ － ６

（すべて転嫁） （１）（１）（２）（－）（－）（－）（１）（１）（２）（２）（－）（－）（－）

（ある程度転嫁） （１７）（２１）（１５）（２０）（２１）（２９）（１５）（７）（２７）（３１）（１５）（－）（６）

�検討中または交渉中 １６ １８ ５ １５ ３５ １９ １５ ２０ １５ ６ ２０ ９ １５

�売上単価に転嫁せず ６４ ５９ ７８ ６５ ４１ ４９ ６６ ７０ ５４ ５７ ６２ ８６ ７６

（合理化により吸収） （２８）（２２）（２７）（１５）（１８）（２６）（３１）（３６）（３３）（２６）（１２）（４８）（２９）

（自社の負担増） （３６）（３７）（５１）（５０）（２３）（２３）（３５）（３４）（２１）（３１）（５０）（３８）（４７）

�その他 ２ １ － － ３ ３ ３ ２ ２ ４ ３ ５ ３

〈表４‐１〉原油価格の上昇について
（単位：％）

〈表４‐２〉影響を受けている事項（複数回答）
（単位：％）

（ ）は前年同時期調査

〈表４‐３〉影響を受けている企業の対応策
（単位：％）

特別調査

― ９ ―― ９ ―
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今回の調査では道内企業の景況感に厳しさが残っていますが、幾分改善がみられました。

しかし先行きについては、原油価格の高騰のほかに、金利先高観の強まりから金利動向など

が懸念材料となり、慎重な判断をとっています。多くの企業は燃料費や原材料仕入れ価格の

上昇に苦慮しており、その克服が大きな経営課題となっています。コスト上昇分の販売価格

へのスムーズな転嫁はなかなか難しく、企業は省エネの励行、配送体制の見直しなど燃料費

削減や、新サービスの創出、消費者ニーズへの取り組みなど経営努力により厳しさを乗り越

えようとしています。

以下に企業から寄せられました生の声を紹介いたします。

１．景気の現状と先行きの懸念材料

●＜製菓業＞

安心・安全に合致したものは高くても売れ

る一方で、「安いだけ」の商品は敬遠される

ので、いかに消費者のニーズに合致した商品

を市場に出せるかが大きな鍵となる。

●＜鋼材・生コンクリート製造業＞

道内と道外では景気・雇用について大きな

差がある。官依存体質からの脱却は各々の企

業の責務ではあるが地域間の格差是正のため

の施策は必要である。

●＜洋紙販売・加工業＞

道内印刷業界は、大きく依存している官公

庁からの発注が激減している。また、民間企

業の印刷物も効率重視で本社一括発注に切り

替えていることも需要減少の要因である。打

開するために東京で営業活動をする同業者が

多い。

●＜型枠工事業＞

原油価格高騰によるプラスチック製品の価

格上昇、中国経済発展による輸入資材の価格

上昇を懸念している。

●＜マンション分譲＞

公務員の給与・人員削減の方針が示され、

民間の所得も期待できず、消費拡大が見込め

る状況にない。一方物価は上昇し、実質所得

は減少の可能性がある。

●＜農水産物卸売業＞

食に対するこだわりや安全志向の高まりと

ともに、安心して食べられる美味しいものに

お金をかける消費者が増加している。

●＜建築資材卸売業＞

北海道には基幹産業がなく、これからも育

つ気配が感じられない。公共事業に頼る体質

が改善されないことが懸念材料である。

●＜農産物卸売業＞

中国からの低価格輸入農産物の影響により

国産野菜の価格が抑えられる傾向が続いてい

る。

●＜LPガス・灯油販売業＞

アメリカ、中国等の経済に変動が起こりか

ねない状況にある中、特に原油価格の高止ま

り、金利の早期上昇が懸念され、道内経済は

上昇気流に乗る前に失速する懸念がある。

経営のポイント

コスト上昇の対応策が経営課題
〈企業の生の声〉
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●＜作業服小売業＞

景気が悪いのは、消費者がお金を使いたい

ものやサービスがないからで、責任の一端は

企業にある。新たなものやサービスを創るこ

とで消費者はお金を使い、経済は発展する。

●＜ソフトウェア開発＞

国内の景気回復に伴い、IT産業は道内での

雇用確保が難しくなった。

●＜産業廃棄物処理業＞

原油価格の高騰が物流費の値上げ、物価の

高騰につながる。物価の高騰は個人消費の不

振につながり企業業績の悪化となる。

２．原油価格高騰の影響と対策について

●＜製材業＞

輸送コストや燃料費等、大幅なコスト上昇

となっているが、売価に転嫁できず収益が減

少している。製品価格の引き上げ要請を行っ

ているがユーザーも同じ悩みを抱えているの

でなかなか進まない。

●＜特殊車輌製造業＞

材料仕入れ価格や輸送コスト等に直接影響

が出始めている。しかし、諸経費の内容を再

検討し契約金額に上乗せしたが影響はなかっ

た。

●＜管工事業＞

資材が値上がりしている。対応策として

は、コスト削減や取引先の見直し等を行って

いるが、さらに高騰が続くとこれらの準備だ

けでは足りず、抜本的な打開策を検討しなけ

ればならない。

●＜注文住宅の設計施工＞

多くの社員が業務で自動車を利用するた

め、原油価格上昇は痛手である。また、工場

から全国の現場へ木材を運ぶ輸送コストが上

昇しているが、自助努力により価格転嫁しな

い方針である。

●＜土木工事業＞

業務車輌の燃料負担が収益に影響している

が、社員の教育・指導徹底により現場車輌数

を減らすとともに、無駄なエンジンのストッ

プ運動をしている。

●＜土木工事業＞

車輛、重機を数多く所有し、工事すべてを

自社施工体制で行っているため燃料費の高騰

は影響が大きい。対応策としては、ダンプカ

ー全車にGPSをつけ運転状況を厳しくチェッ

クしている。

●＜橋梁塗装業＞

塗料価格が上昇している。複数見積もりを

取り、少しでも安く仕入れる努力をしてい

る。

●＜建築型枠工事業＞

原油高による資材仕入れコストの上昇およ

び中国需要による建築資材の価格高騰で打撃

を受けている。

●＜建設資材卸売業＞

現在、仕入価格に直接変化はないが影響が

出ることは間違いなく、地方の卸売業には大

きなマイナスである。営業、配送の効率的な

展開を心がける。

経営のポイント
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●＜事務用品卸売業＞

包装資材の仕入価格上昇は、ある程度売上

価格に転嫁しているが、値上がり分の全てで

はない。流通コスト上昇分については、配送

コスト、配送頻度、営業用の車輛稼動日数、

走行距離等を検証し効率化する。

●＜農水産物卸売業＞

包装資材価格や運送費などの流通コストが

上昇している。今後は、資材の見直し（過剰

包装の撤廃、石油製品から他の資材への切り

替え等）や、配送業者や配送方法を見直す。

同時に高付加価値化を強め、コスト上昇分を

吸収できる販路の拡大を推進する。

●＜米穀卸売業＞

米袋の値上げ要請を受けているが、販売価

格に転嫁できないので、メーカーと袋を薄く

することができないか、協議している。

●＜土産品店＞

ガソリン、包装資材等の値上がりは大きな

費目ではないが、じわじわと利益を減少させ

る。対策として簡易包装をお客様にお願いす

る、歩けるところは徒歩で行く、段ボールを

再利用する等、無駄を省いている。

●＜自動車販売業＞

社用車に利用するガソリン代が多少高くな

っている程度で、商品、原価等には今のとこ

ろ影響はない。

●＜商品自動車輸送業＞

売上に対する燃料費比率は２５％に近づき合

理化努力ではどうにもならず運賃に転嫁した

いが、規制緩和により業者数が増えているた

め競争が激しく荷主の理解を得ることができ

ない。

●＜運輸業３社＞

乗務員には省エネ運行を指導・実行させる

等、燃料費削減の方策をとったが努力も限界

である。

●＜運輸業＞

積載能力の高い車輌に代替し輸送効率を上

げるとともに、エコドライブを推進してい

る。

●＜都市ホテル＞

原油価格の高値安定が続いており関連資材

のコスト高が懸念され、仕入業者の見直しや

水道光熱費などのコストの削減を目指す。

●＜温泉地のホテル＞

ボイラーを新しく交換し、温泉水を利用し

た熱交換器により重油の消費量を半減する。

●＜産業廃棄物処理業＞

３tトラックの更新にあたり、天然ガス車

を購入した。燃費も軽油より良いデータが出

ているので、今後は天然ガス車を中心に考え

る。

経営のポイント
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図表３ 都道府県別立地件数推移

注）カッコ内は立地件数
（資料：北海道経済産業局「平成１７年北海道工場立地動向調査」）

順位 H１２ H１３ H１４ H１５ H１６ H１７
１ 北海道（６７） 茨城県（６２） 静岡県（５３） 静岡県（６０） 静岡県（８１） 群馬県（９５）
２ 宮城県（６１） 北海道（５９） 福岡県（５２） 福岡県（５８） 群馬県（７７） 愛知県（８７）
３ 新潟県（５６） 宮城県（５８） 兵庫県（４９） 群馬県（５３） 兵庫県（６８） 静岡県（８５）
４ 静岡県（５４） 静岡県（５５） 茨城県（３８） 兵庫県（５２） 愛知県（６６） 兵庫県（８０）
５ 福岡県（５４） 福岡県（５５） 北海道（３５） 愛知県（５０） 福岡県（５２） 埼玉県（６７）
６ 群馬県（５３） 長野県（４７） 新潟県（３４） 北海道（４６） 北海道（５１） 福岡県（５８）
７ 茨城県（５２） 兵庫県（４６） 宮城県（３０） 新潟県（４２） 三重県（５１） 北海道（５７）

神奈川県（３０）
愛知県（３０）

１．平成１７年北海道の工場立地動向

（１）北海道の工場立地概況

北海道経済産業局の調査によると、平成

１７年の北海道の工場立地件数は、５７件（前

年比＋６件）と３年連続して増加しまし

た。また、立地面積は７１ha（同＋２０ha）と

大幅に増加しました。

業種別では、食料品が１７件（同▲１４件）

と全体の２９．８％を占めているものの、大幅

に増加した前年に比べれば減少しました。

一方、飲料・たばこ・飼料や木材・木製品

などで前年を上回りました。

※工場立地動向調査

工場等の建設を目的とした１，０００㎡以上

の用地を取得したものを対象に経済産業省

が実施している調査。

（２）都道府県別の順位

都道府県別にみると、北海道の立地件数は全国第７位となっています。最近６年間でみても、

平成１２年には全国第１位になるなど北海道は常に上位に位置しています。

業種 H１６ H１７
構成比 構成比

食料品 ３１ ６０．８ １７ ２９．８
飲料・たばこ・飼料 ４ ７．８ ５ ８．８
木材・木製品 ２ ３．９ ４ ７．０
プラスチック製品 １ ２．０ ４ ７．０
金属製品 ０ ０．０ ４ ７．０
一般機械 ２ ３．９ ４ ７．０
窯業・土石 １ ２．０ ３ ５．３
化学工業 ２ ３．９ ３ ５．３
家具・装飾品 ０ ０．０ ２ ３．５
印刷 ０ ０．０ ２ ３．５
鉄鋼 １ ２．０ ２ ３．５
その他 ７ １３．７ ７ １２．３
合計 ５１ １００．０ ５７ １００．０

H１６ H１７ 増減
面積（ha） ５１ ７１ ＋２０
件数（件） ５１ ５７ ＋ ６
１件当たり面積（ha／件） ０．９８ １．２４ ＋ ０．２６

レポート

工場立地に明るい兆し
―北海道経済産業局「平成１７年北海道工場立地動向調査」より―

図表１ 業種別立地件数
（単位：件、％）

（資料：北海道経済産業局「平成１７年北海道工場立地動向調査」）

図表２ 立地面積

（資料：北海道経済産業局「平成１７年北海道工場立地動向調査」）
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（３）立地件数の推移

昭和６２年以降の立地件数の推

移をみると、昭和６３年～平成３

年までのいわゆるバブル経済の

時期には北海道には２００件を超

える立地件数がありました。バ

ブル崩壊の影響から平成４年か

らは大きく減少し、平成６年に

は６１件まで低下しました。平成

７～１３年までは金属製品や一般

機械などの工場立地があり、ほ

ぼ横ばいで推移していました

が、平成１４年には昭和４２年の調査以来最低の３５件にまで落ち込みました。平成１５年以降は、全国

的な景気回復の波及からやや持ち直しています。総じて北海道の件数推移と全国の推移は同様な

動きとなっています。

（４）地域別立地状況

圏域別では、道央が３２件（前年比＋２

件）、道東１２件（同＋２件）、道北８件（同

±０件）、道南５件（同＋２件）の順とな

っています。

支庁別では、石狩支庁で１３件（前年比＋

４件）、後志支庁が小樽市での立地が多く

１０件（同＋１件）、上川支庁は８件（同

＋３件）となりました。

H１５ H１６ H１７
構成比

道央 ２４ ３０ ３２ ５６．１
石狩 １２ ９ １３ ２２．８
後志 ２ ９ １０ １７．５
胆振 ４ ６ ３ ５．３
日高 １ ０．０
空知 ６ ５ ６ １０．５

道東 １１ １０ １２ ２１．１
十勝 ４ ５ ５ ８．８
釧路 ３ ４ ４ ７．０
根室 １ ０．０
網走 ３ １ ３ ５．３

道北 ４ ８ ８ １４．０
上川 ４ ５ ８ １４．０
留萌 １ ０．０
宗谷 ２ ０．０

道南 ７ ３ ５ ８．８
渡島 ６ ３ ５ ８．８
檜山 １ ０．０

合計 ４６ ５１ ５７ １００．０

図表４ 工場立地件数の推移

（資料：北海道経済産業局「平成１７年北海道工場立地動向調査」）

図表５ 地域（支庁）別立地件数
（単位：件、％）

（資料：北海道経済産業局「平成１７年北海道工場立地動向調査」）

レポート
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図表６ 北海道企業立地促進条例

（資料：北海道経済部「企業立地関連手続ハンドブック」）

２．立地企業への優遇措置

北海道では、立地企業への優遇措置として「北海道企業立地促進条例」に基づく、１社あたり

最高限度額３７億円の補助と８億円を限度とした低利融資制度（産業振興資金）があります。

（１）北海道企業立地促進条例

北海道企業立地促進条例の概要は図表６のとおりです。詳細につきましては北海道のホームペ

ージ（http : //www.pref.hokkaido.lg.jp）をご参照ください。

※「北海道企業立地促進条例」による指定は平成２０年３月３１日までに限って行われます。

助成額の（ ）内の数字は中小企業者の場合です。

レポート
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図表７ 産業振興資金（平成１８年４月１日現在）

注）土地の取得のみの場合は、融資対象とはなりません。
（資料：北海道経済部）

資金名 融資対象 資金使途 融資条件

企業立地 次に掲げる業種の事業所の新増設を行う者

製造業、ソフトウエア業、情報処理サービス
業、情報提供サービス業、機械修理業、電
気機械器具修理業、機械設計業、デザイン
業、システムインテグレーション事業、ASP
事業、DC事業、デジタルコンテンツ事業、バ
イオテクノロジー利用産業、コールセンタ
ー事業、リサイクル工場、自然科学研究所、
国際物流関連業種、航空機改修関連企業

設備資金 ①融資額 ８億円以内
②融資利率 固定金利
３年以内 １．３％
５年以内 １．５％
７年以内 １．７％
１５年以内 １．９％
変動金利 １．３％
（３年超に限る）
③融資期間 １５年以内
（うち、据置２年以内）

図表８ 北海道自動車産業集積促進協議会

（資料：北海道経済部）

目的 自動車産業に関連する企業、経済・業界団体、教育機関、行政等が連携して、「企業立地の促進」と「地場企
業の参入促進」による本道への自動車産業の集積促進を図るため、各種事業に取り組む推進組織を設置。

事業 ①研究会報告に基づく行動計画の策定
②行動計画に基づく具体的な取り組みの促進
・企業誘致等の強化
・基盤技術産業の育成、振興
・技術系人材の育成確保

会員 ①自動車関連企業やこれから自動車産業に参入しようとする企業
②道内での自動車産業の集積促進に協力しようとする金融機関・教育機関・団体・行政等の支援機関
③当行を含め企業７９社、支援機関４８団体で発足

（２）産業振興資金

道内に工場や事業者などの施設を新増設する企業に対する北海道の融資制度として、１社あた

り最高８億円の「産業振興資金」があります。

３．北海道自動車産業集積促進協議会

産学官が連携して自動車産業の誘致や地元企業の参入促進をめざす「北海道自動車産業集積促

進協議会」が本年８月に設立されました。当行は前身の「自動車集積促進研究会」の時からワー

キンググループの委員として参加しており、当協議会においても幹事の一員として運営に携わっ

ています。

北海道経済の活性化を図るには加工組立型産業の振興が望まれています。特に経済及び雇用へ

の波及効果の高い自動車関連産業の誘致・育成が必要です。昨年来、大手自動車部品企業の工場

の新増設などが道央圏を中心に活発になっています。さらに、自動車関連企業の集積を図るべ

く、当協議会は企業誘致の推進を図っています。

レポート

― １６ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１２２／本文／０１３～０１７　レポート　再校（北洋用）  2006.08.17 15.39



４．むすび

北海道は、第二次産業、特に「ものづくり」が弱いと言われています。道内総生産（平成１５年

度）でみると、製造業の構成比は約１０％で全国と比べて半分程度しかありません。しかしなが

ら、既述のとおり工場立地件数は全国でもトップクラスの実績です。また、最近では自動車関連

企業の進出および誘致活動に向けた動きが活発になっています。北海道の恵まれた環境と優秀な

人材を求めて進出する企業が確実に増えており、工場立地には明るさがみえています。

北海道の産業構造を変え、より強固なものにするために製造業の誘致および育成が期待されます。

レポート

― １７ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１２２／本文／０１３～０１７　レポート　再校（北洋用）  2006.08.17 15.39



年月

（邦暦）

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

１２年＝１００前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％）

１４年度 ９４．２ １．５ ９３．３ ２．８ ９６．１ １．６ ９４．８ ３．５ ９１．０ △０．８ ８６．５ △５．８
１５年度 ９４．１ △０．１ ９６．６ ３．５ ９５．０ △１．１ ９８．８ ４．２ ８７．８ △３．５ ８５．４ △１．３
１６年度 ９４．３ ０．２ １００．５ ４．０ ９５．１ ０．１ １０２．５ ３．７ ８７．３ △０．６ ８７．５ ２．５
１７年度 ９０．９ △３．６ １０２．１ １．６ ９２．１ △３．２ １０５．０ ２．４ ９０．０ ３．１ ９０．３ ３．２

１７年４～６月 ９０．４ △４．３ １０１．１ ０．３ ９１．３ △４．０ １０３．５ ０．２ ８９．８ △０．７ ９２．３ ２．３
７～９月 ８９．６ △５．１ １００．６ △０．２ ９１．１ △４．０ １０４．１ ０．９ ９１．１ ２．４ ９４．１ ３．１
１０～１２月 ９０．６ △４．８ １０３．４ ３．０ ９２．３ △３．１ １０６．５ ４．２ ８９．４ △３．５ ９４．３ ５．３

１８年１～３月 ９４．３ ０．０ １０４．０ ３．２ ９４．６ △１．３ １０６．６ ４．６ ９２．７ ３．１ ９５．０ ３．２
４～６月 p９３．０ ３．５ p１０４．８ ４．１ p９５．６ ５．３ p１０８．６ ５．４ p９０．６ ０．９ p９３．９ １．７

１７年 ６月 ９０．２ △５．５ １００．８ △０．２ ９１．５ △６．８ １０３．６ ０．４ ８９．８ △０．７ ９２．３ ２．３
７月 ８９．０ △７．４ ９９．９ △２．６ ９１．０ △６．５ １０３．２ △２．１ ８９．９ △０．２ ９２．６ ５．０
８月 ８９．５ △６．３ １００．９ １．４ ９０．７ △４．３ １０４．８ ３．５ ９０．１ △０．２ ９３．７ ４．１
９月 ９０．２ △１．８ １０１．１ ０．９ ９１．７ △１．２ １０４．２ １．４ ９１．１ ２．４ ９４．１ ３．１
１０月 ８９．８ △６．０ １０１．６ ２．１ ９１．０ △４．４ １０５．４ ３．７ ９０．７ ０．２ ９２．６ ２．３
１１月 ９０．９ △３．８ １０３．６ ３．４ ９２．２ △３．２ １０６．６ ４．２ ９１．１ ０．１ ９４．２ ３．７
１２月 ９１．２ △４．３ １０４．９ ３．５ ９３．７ △１．６ １０７．６ ４．４ ８９．４ △３．５ ９４．３ ５．３

１８年 １月 ９７．０ １．７ １０４．８ ２．７ ９８．５ ２．６ １０７．８ ４．４ ９０．１ △１．５ ９４．６ ３．５
２月 ９２．４ △１．９ １０３．５ ３．９ ９２．８ △２．３ １０５．６ ５．４ ８９．８ △１．７ ９４．８ ２．８
３月 ９３．５ ０．３ １０３．７ ３．１ ９２．６ △３．９ １０６．５ ４．１ ９２．７ ３．１ ９５．０ ３．２
４月 ９３．０ ０．９ １０５．１ ３．６ ９４．５ ０．９ １０９．３ ４．８ ９０．７ １．３ ９４．８ ３．０
５月 r ９３．２ ６．７ r１０３．７ ３．９ r ９５．７ ９．７ r１０７．８ ６．５ r ９０．５ ２．１ r ９３．４ １．３
６月 p９２．９ ３．１ p１０５．７ ４．８ p９６．６ ５．５ p１０８．６ ４．８ p９０．６ ０．９ p９３．９ １．７

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業指数は季節調整済み（１２年＝１００）。前年比（前年同月比）は原指数による。在庫指数の四半期計数は最終月指数。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

（邦暦）

大型小売店販売額
大型店計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
１４年度 １，０４８，００９ △３．３ ２２０，４１３ △２．０ ３８８，５７４ △３．７ ９３，１５１ △２．３ ６５９，４３４ △３．１ １２７，２６２ △１．７
１５年度 １，０３６，５４１ △６．３ ２１７，３３８ △３．３ ３８３，２９８ △９．４ ９０，８６５ △２．４ ６５３，２４３ △４．５ １２６，４７３ △３．９
１６年度 １，００６，３２５ △４．８ ２１３，８００ △４．０ ３６１，９０５ △４．８ ８７，８３２ △３．２ ６４４，４１９ △４．８ １２５，９６９ △４．５
１７年度 ９８８，１７９ △３．０ ２１２，６０５ △１．７ ３５０，７４６ △１．８ ８７，５８９ ０．３ ６３７，４３３ △３．７ １２５，０１６ △３．２

１７年４～６月 ２４１，７６５ △３．３ ５１，４２２ △２．４ ８３，３８８ △２．５ ２０，６０６ △０．４ １５８，３７７ △３．８ ３０，８１６ △３．８
７～９月 ２３７，５２７ △３．９ ５１，４２８ △２．４ ８３，９９６ △２．５ ２０，６０６ △０．１ １５３，５３２ △４．６ ３０，８２２ △３．９
１０～１２月 ２７０，７９２ △２．５ ５８，５４９ △０．６ ９９，７１７ △０．４ ２５，２１９ １．２ １７１，０７５ △３．８ ３３，３２９ △１．９

１８年１～３月 ２３８，１００ △２．３ ５１，２０６ △１．７ ８３，６４６ △１．８ ２１，１５７ ０．４ １５４，４５１ △２．６ ３０，０４９ △３．１
４～６月 p２３８，４２６ △２．６ p ５１，２７２ △１．１ p ７８，５５７ △２．９ p ２０，２４０ △１．２ p１５９，８６９ △２．５ p ３１，０３２ △１．０

１７年 ６月 ７９，４６０ △３．２ １７，１３９ △１．９ ２７，６８７ △１．７ ６，８６２ ０．７ ５１，７７３ △３．６ １０，２７８ △３．６
７月 ８４，６３７ △３．２ １９，２８５ △１．７ ３１，４６３ △２．０ ８，５１５ ０．６ ５３，１７４ △３．９ １０，７７１ △３．４
８月 ７６，７７６ △４．４ １６，３２４ △２．９ ２４，９２２ △４．１ ５，８２９ △１．１ ５１，８５４ △４．５ １０，４９６ △４．０
９月 ７６，１１４ △４．１ １５，８１９ △２．８ ２７，６１１ △１．７ ６，２６３ △０．２ ４８，５０３ △５．５ ９，５５６ △４．５
１０月 ８１，０４９ △４．９ １７，４８６ △３．４ ３０，０１１ △２．１ ７，２８３ △０．４ ５１，０３８ △６．６ １０，２０３ △５．４
１１月 ８０，６４８ △０．４ １７，９３２ ０．８ ２９，００８ ０．８ ７，６９５ ３．１ ５１，６４０ △１．２ １０，２３７ △１．０
１２月 １０９，０９４ △２．２ ２３，１３１ ０．６ ４０，６９７ ０．１ １０，２４１ ０．９ ６８，３９７ △３．７ １２，８８９ ０．３

１８年 １月 ８４，４１５ △２．６ １８，８４１ △２．８ ２９，５８５ △２．２ ７，７１４ △０．９ ５４，８３０ △２．８ １１，１２７ △４．１
２月 ６８，９０９ △１．９ １４，９１２ △１．９ ２３，０７３ △１．７ ５，８５０ ０．３ ４５，８３６ △２．０ ９，０６２ △３．３
３月 ８４，７７２ △２．４ １７，４５３ △０．３ ３０，９８７ △１．６ ７，５９３ １．８ ５３，７８４ △２．９ ９，８６０ △１．８
４月 ８１，００５ △２．１ １７，０４３ △０．９ ２７，０４９ △２．６ ６，７９９ △０．４ ５３，９５５ △１．８ １０，２４４ △１．３
５月 r ７９，２０２ △２．９ r １６，９９１ △１．６ r ２５，５０７ △２．７ r ６，７１５ △１．２ r ５３，６９５ △３．０ r １０，２７５ △１．９
６月 p ７８，２２０ △２．９ p １７，２３８ △０．７ p ２６，０００ △３．３ p ６，７２６ △１．９ p ５２，２２０ △２．７ p １０，５１２ ０．１

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■大型小売店販売額の前年比は既存店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― １８ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１２２／本文／０１８～０２０　主要経済指標（北洋用）  2006.08.21 13.41.0



年月

（邦暦）

コンビニエンス・ストア販売額 消費者物価指数（総合） 円相場
（東京市場）

日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）１２年＝１００
前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
１４年度 ４２０，６７８ △２．２ ７０，２７９ △１．８ ９８．２ △０．７ ９８．３ △０．６ １２１．９０ ７，９７３
１５年度 ４１９，３６４ △２．２ ７１，３３４ △２．５ ９７．９ △０．３ ９８．１ △０．２ １１３．０３ １１，７１５
１６年度 ４２１，０４５ △１．１ ７２，９７３ △０．８ ９８．２ ０．４ ９８．０ ０．０ １０７．４９ １１，６６９
１７年度 ４１６，６１１ △２．８ ７３，７２４ △２．５ ９８．４ ０．１ ９７．９ △０．１ １１３．２６ １７，０６０

１７年４～６月 １０２，５１０ △２．８ １８，２９３ △１．５ ９８．３ ０．１ ９７．９ △０．１ １０７．６３ １１，５８４
７～９月 １１３，１７４ △１．８ １９，６５４ △２．３ ９８．０ △０．２ ９７．８ △０．３ １１１．２４ １３，５７４
１０～１２月 １０４，８８３ △３．３ １８，４６５ △３．４ ９８．４ △０．３ ９８．０ △０．５ １１７．２９ １６，１１１

１８年１～３月 ９６，０４４ △１．９ １７，３１２ △２．７ ９８．７ ０．８ ９８．０ ０．４ １１６．８８ １７，０６０
４～６月 １０２，６６５ △２．２ １８，３９６ △２．４ ９９．２ ０．９ ９８．６ ０．７ １１３．１４ １５，４５７

１７年 ６月 ３５，３６１ △１．８ ６，１３０ △１．６ ９８．１ △０．３ ９７．７ △０．５ １０８．６３ １１，５８４
７月 ３７，９６０ △４．８ ６，６７８ △４．９ ９７．９ △０．１ ９７．６ △０．３ １１１．９３ １１，９００
８月 ３９，６４５ △２．９ ６，７５９ △１．４ ９８．０ △０．２ ９７．７ △０．３ １１０．７２ １２，４１４
９月 ３５，５６９ △１．８ ６，２１７ △０．３ ９８．２ △０．２ ９８．０ △０．３ １１１．０６ １３，５７４
１０月 ３５，００８ △３．５ ６，１４２ △３．０ ９８．４ △０．３ ９８．１ △０．７ １１４．８２ １３，６０７
１１月 ３３，３４３ △３．８ ５，９２３ △３．９ ９８．３ △０．５ ９７．８ △０．８ １１８．４１ １４，８７２
１２月 ３６，５３２ △３．２ ６，４０１ △３．４ ９８．６ ０．０ ９８．０ △０．１ １１８．６４ １６，１１１

１８年 １月 ３２，３２０ △２．２ ５，７３９ △３．２ ９８．７ ０．７ ９８．１ ０．５ １１５．４５ １６，６５０
２月 ３０，０９５ △１．５ ５，３９７ △２．４ ９８．６ １．０ ９７．８ ０．４ １１７．８９ １６，２０５
３月 ３３，６２９ △２．１ ６，１７６ △２．６ ９８．８ ０．７ ９８．０ ０．３ １１７．３１ １７，０６０
４月 ３２，２４８ △３．７ ５，９３７ △５．０ ９８．９ ０．７ ９８．３ ０．４ １１１．５１ １６，９０６
５月 ３４，７４１ △２．０ ６，１３３ △２．９ ９９．４ ０．８ ９８．８ ０．６ １１４．５３ １５，４６７
６月 ３５，６７６ △１．０ ６，３２５ ０．６ ９９．４ １．３ ９８．７ １．０ １１５．６７ １５，４５７

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省、北海道 日本銀行 日本経済新聞社

■コンビニエンス販売額の前年比は既存店ベースによる。 ■北海道の消費者物価指数の年度計数は暦年 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値

年月

（邦暦）

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
１４年度 ２０１，０７０ ０．２ ４６，３００ △１４．９ １０６，９３４ ５．３ ４７，８３６ ７．２ ４，８５５，６６３ ２．５
１５年度 １９３，２７２ △３．９ ５２，２１２ １２．８ ９２，０２８ △１３．９ ４９，０３２ ２．５ ４，７３３，４９０ △２．５
１６年度 １８９，０８８ △２．２ ５１，１４７ △２．０ ９０，０２３ △２．２ ４７，９１８ △２．３ ４，７４１，４２１ ０．２
１７年度 １８７，１４５ △１．０ ４６，１５３ △９．８ ９０，３９８ ０．４ ５０，３６８ ５．１ ４，７５８，５８２ ０．４

１７年４～６月 ４８，０２６ ４．４ １２，１６５ △１．５ ２３，３０４ ９．２ １２，５５７ １．９ １，０９１，２６４ ８．４
７～９月 ４６，２７９ △２．３ １１，５４３ △１４．４ ２２，６５９ ０．７ １２，０７７ ６．３ １，１７１，１００ △０．７
１０～１２月 ３７，３８３ △７．４ ９，３７２ △１６．５ １７，６５４ △６．２ １０，３５７ ０．５ １，０３９，１２７ △６．７

１８年１～３月 ５５，４５７ △０．６ １３，０７３ △９．７ ２７，００７ △１．４ １５，３７７ １０．５ １，４５７，０９１ ０．５
４～６月 ４５，６６６ △４．９ １０，７６４ △１１．５ ２０，７４２ △１１．０ １４，１６０ １２．８ １，０４１，３１７ △４．６

１７年 ６月 １８，１２３ ４．１ ４，５５３ △４．２ ９，１１９ ６．７ ４，４５１ ８．２ ４１７，４６６ ８．３
７月 １７，０２４ △５．４ ４，３９１ △１４．３ ８，３７３ △７．２ ４，２６０ １０．８ ４２２，３５３ △２．０
８月 １１，７９３ ０．２ ２，８４５ △１３．３ ５，９２０ ４．４ ３，０２８ ７．６ ２９０，７９５ △０．３
９月 １７，４６２ △０．７ ４，３０７ △１５．２ ８，３６６ ７．２ ４，７８９ １．８ ４５７，９５２ ０．４
１０月 １３，１３４ △２．４ ３，０４５ △１３．８ ６，３５６ △１．８ ３，７３３ ８．１ ３４４，５９７ △１．６
１１月 １３，４９４ △９．１ ３，３０５ △２１．５ ６，４４２ △８．８ ３，７４７ ４．９ ３６５，５７２ △６．６
１２月 １０，７５５ △１０．８ ３，０２２ △１３．４ ４，８５６ △８．２ ２，８７７ △１２．４ ３２８，９５８ △１１．６

１８年 １月 １０，４７９ △２．７ ２，５６７ △９．７ ４，９９０ △３．０ ２，９２２ ５．１ ３２５，３６４ ０．１
２月 １４，６５３ △０．６ ３，４８１ △５．３ ６，９６７ △１．１ ４，２０５ ４．５ ４４３，４９３ ０．７
３月 ３０，３２５ ０．１ ７，０２５ △１１．７ １５，０５０ △１．１ ８，２５０ １５．９ ６８８，２３４ ０．５
４月 １５，４３３ ０．８ ３，５５７ △５．６ ７，２４５ △１．６ ４，６３１ １０．７ ３１２，８４２ △５．０
５月 １４，３３９ △１．７ ３，４１８ △１１．１ ６，３３１ △７．２ ４，５９０ １７．０ ３２２，７０７ △６．４
６月 １５，８９４ △１２．３ ３，７８９ △１６．８ ７，１６６ △２１．４ ４，９３９ １１．０ ４０５，７６８ △２．８

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

■平成１５年１２月まではシャーシベース、平成１６年１月以降はナンバーベース

主要経済指標（２）

― １９ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１２２／本文／０１８～０２０　主要経済指標（北洋用）  2006.08.21 13.41.0



年月

（邦暦）

新設住宅着工戸数 公共工事請負金額 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

１４年度 ４８，７９９ １．９ １１，４５６ △２．４ １，４６４，９９８ △１０．７ １７９，０８０ △７．２ １０２，６６４ △３．７
１５年度 ５０，７２４ ３．９ １１，７３６ ２．５ １，２０６，９５４ △１７．６ １５４，５８９ △１３．７ １１１，０７８ ８．２
１６年度 ４８，１４８ △５．１ １１，９３０ １．７ １，１２２，１３８ △７．０ １３７，３５４ △１１．１ １１８，２９２ ６．５
１７年度 ５３，０４８ １０．２ １２，４８８ ４．７ １，０６８，８５８ △４．７ １２９，６２２ △５．６ １２４，８９７ ５．６

１７年４～６月 １４，６５７ △３．０ ３，０７８ ２．０ ４４０，２９９ １．９ ３５，３９２ △６．４ ２８，８７５ ２．０
７～９月 １４，６５１ ５．６ ３，３２６ ５．０ ３５３，４７８ △５．４ ３７，８５７ △３．０ ３１，３５１ ８．７
１０～１２月 １５，８９３ ３２．０ ３，２４７ ７．０ １４９，４６１ △１５．２ ３０，６１４ △２．２ ３０，３６３ ８．１

１８年１～３月 ７，８４７ １０．３ ２，８３７ ４．７ １２５，６２０ △１０．５ ２５，７５９ △１１．８ ３４，３０８ ３．８
４～６月 １４，４０７ △１．７ ３，３４２ ８．６ ３７６，９７８ △１４．４ ３１，２４４ △１１．７ ３３，３３２ １５．４

１７年 ６月 ５，２１０ △７．１ １，０９２ ２．４ １８０，９３５ １６．１ １３，０３０ △４．７ １１，３３９ ５．４
７月 ４，４０１ △６．７ １，１５３ ８．３ １３０，００９ △１５．４ １１，６６７ △１２．７ ８，９０６ １０．０
８月 ５，２２７ １０．７ １，０９２ ７．０ １１７，５４７ △１．７ １２，０４２ △０．２ ９，１９７ １３．４
９月 ５，０２３ １３．２ １，０８１ △０．２ １０５，９２２ ５．６ １４，１４９ ４．１ １３，２４８ ４．８
１０月 ６，００４ ４２．０ １，１５８ ９．１ ７２，５４０ △２２．１ １２，３７９ △１．４ ８，７１８ ８．５
１１月 ６，３６２ ５６．１ １，１１０ １２．６ ４１，４８２ △２４．５ ９，６１０ △０．９ ９，８７８ ０．２
１２月 ３，５２７ △５．６ ９７９ △０．９ ３５，４３９ ２５．０ ８，６２５ △４．７ １１，７６８ １５．５

１８年 １月 １，７８１ △１６．９ ９２９ △２．２ １３，０２１ △６．７ ６，１７５ △６．８ ８，３００ ９．８
２月 ２，１９８ △１１．５ ９７０ １３．７ １３，１４８ １２．７ ６，０５５ △８．３ １０，０９３ ８．２
３月 ３，８６８ ５５．４ ９３８ ３．３ ９９，４５１ △１３．３ １３，５２９ △１５．４ １５，９１５ △１．６
４月 ４，３４０ △５．５ １，１１３ １５．０ １５１，８３３ ８．２ １１，４０２ △１７．３ １０，２３０ １２．２
５月 ４，９３２ １．６ １，０８７ ６．７ ９６，８９９ △１８．６ ８，５２６ △０．７ ９，７５６ １５．８
６月 ５，１３５ △１．４ １，１４３ ４．７ １２８，２４６ △２９．１ １１，３１６ △１３．２ １３，３４８ １７．７

資料 国土交通省 保証事業会社協会 内閣府

年月

（邦暦）

来道客数 有効求人倍率 完全失業率 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上）（全 数）

北海道 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

千人 前 年 同
月比（％）

倍 ％
件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％）季調値 原計数

１４年度 １３，５８７ １．５ ０．４８ ０．５６ ６．０ ５．４ ７３３ △８．３ １８，５８７ △５．０
１５年度 １３，０９０ △３．７ ０．５０ ０．６９ ６．７ ５．１ ６２５ △１４．７ １５，４６６ △１６．８
１６年度 １２，７８１ △２．４ ０．５５ ０．８６ ５．７ ４．６ ５７７ △７．７ １３，１８６ △１４．７
１７年度 １２，７０５ △０．６ ０．５８ ０．９９ ５．５ ４．４ ５５５ △３．８ １３，１７０ △０．１

１７年４～６月 ２，９８４ △２．６ ０．５７ ０．９５ ５．０ ４．５ １３２ △１９．０ ３，２２５ △５．２
７～９月 ３，９９５ ０．２ ０．６０ ０．９７ ５．２ ４．２ １４２ ２９．１ ３，１６３ △４．４
１０～１２月 ３，００９ ２．９ ０．６０ １．００ ５．３ ４．３ １３８ １．５ ３，４３４ ４．２

１８年１～３月 ２，７１７ △３．２ ０．５９ １．０３ ５．５ ４．４ １４３ △１４．９ ３，３４８ ５．４
４～６月 ３，０８３ ３．３ ０．６０ １．０６ ５．４ ４．２ １４３ ８．３ ３，２８１ １．７

１７年 ６月 １，１２５ △２．４ ０．５９ ０．９６ ５．０ ４．２ ４６ △６．１ １，２０７ １２．０
７月 １，２５３ ０．１ ０．５８ ０．９７ ↑ ４．３ ４８ ２６．３ １，０２４ △８．８
８月 １，４５１ ０．１ ０．６３ ０．９７ ５．２ ４．２ ５８ １１４．８ １，１５２ ５．０
９月 １，２９０ ０．４ ０．５９ ０．９７ ↓ ４．２ ３６ △２０．０ ９８７ △９．４
１０月 １，１７１ ２．３ ０．５９ ０．９８ ↑ ４．５ ３８ △２０．８ １，１７１ ４．２
１１月 ８９６ ３．０ ０．６０ ０．９９ ５．３ ４．４ ５３ ３２．５ １，１１４ ４．７
１２月 ９４２ ３．７ ０．６２ １．０３ ↓ ４．０ ４７ △２．１ １，１４９ ３．６

１８年 １月 ８５６ △１．１ ０．６６ １．０３ ↑ ４．５ ４６ △１４．８ １，０４９ ２．６
２月 ８５５ △７．８ ０．６０ １．０４ ５．５ ４．２ ４８ △２５．０ １，０４４ ３．０
３月 １，００７ △０．９ ０．５１ １．０１ ↓ ４．４ ４９ △２．０ １，２５５ １０．１
４月 ８２３ ０．１ ０．５５ １．０４ ↑ ４．３ ６０ ５３．８ １，０８７ １４．９
５月 １，１０２ ６．３ ０．６４ １．０７ ５．４ ４．１ ３７ △２１．３ １，０８３ １．０
６月 １，１５９ ３．０ ０．６２ １．０８ ↓ ４．１ ４６ ０．０ １，１１１ △８．０

資料 北海道観光連盟 厚生労働省
北海道労働局 総務省 �東京商工リサーチ

主要経済指標（３）

― ２０ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１２２／本文／０１８～０２０　主要経済指標（北洋用）  2006.08.21 13.41.0
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